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番号

50,797

55,108

47,712

44,527

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

25年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

00

43,600

【政策ごとの予算額等】

⑨

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

55,108

23年度21年度

0

0

60,202

22年度

評価方式国際法の形成・発展に向けた取組政策名

0

60,202

24年度

72,311

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
74,153

74,153

政策評価結果の概算要求
への反映状況

　評価結果を踏まえ、今日の国際社会において国際法が果たす役割がますます大きくなっており、施策の目標の達成に向け、引き続き対応する必要があ
るとの観点から、（１）国際法に関連する各種会合における我が国の立場の主張及びそのような会合における国際法規の形成及び発展の促進、（２）国
際法局長と主要各国のカウンターパートとの協議の実施及び国際法の諸分野についての研究会等を通じた知見の蓄積・法的検討と外交実務への活用、
（３）要請に基づいた公開講座や大学における臨時の講義の実施、研究者、学生等との意見交換及び交流の実施並びに我が国の国際約束に関する情報の
継続的とりまとめ及び対外的な公表につき、十分な体制で取り組んでいくための経費を要求した。
　「政治・安全保障分野における国際約束の締結・実施」に関しては，評価結果を踏まえ，我が国の外交・安全保障に関する枠組み作りを推進するため
に，日米安保体制の信頼性向上のため適切な措置を講じ，日米安保条約に基づく協力関係を確固たるものにすること及び戦後残された課題である日朝国
交正常化交渉及び日露平和条約交渉に適切に対処し，我が国周辺諸国とより安定した関係を築くこと，また，諸外国・国際機関との間で政治分野に関す
る枠組み作りを推進するために，原子力の平和的利用の推進に向けた二国間原子力協定等の交渉・締結の推進，刑事分野における協力の推進に向けた各
種関連条約の交渉・締結を推進すること等の取組に対して，十全の体制で臨むための経費を要求した。
　「経済・社会分野における国際約束の締結・実施経費」に関しては、評価結果を踏まえ、多角的貿易体制を補完し、貿易自由化や経済活性化を進める
経済連携協定、社会保険料の二重払いの問題解決等を目的とした社会保障協定、二重課税を防止し、投資交流を促進するための租税条約、投資の自由
化、促進及び保護を目的とした投資協定などの経済・社会分野での国際約束を諸外国との間で締結することは急務となっており、これらの慎重な対応が
必要とされる困難な交渉に直接条約締結担当者をあたらせることが不可欠であり、そのための経費を要求した。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 外務本省 △ 1,835

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

国際法の形成・発展に向けた取組に必要な経費

項

分野別外交費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

△ 1,835

政策名

小計

予算額

合計

国際法の形成・発展に向けた取組 ⑨

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

24年度
当初予算額

43,600

事項

小計

43,600

の内数

43,600

の内数

25年度
概算要求額

44,527

44,527

の内数

の内数

の内数

△ 1,835

の内数

44,527
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑨
（千円）

24年度
当初

予算額

25年度
概算要求額

増減

● 1 18,489 16,704 △ 1,785 △ 1,785

● 1 2,330 2,304 △ 26 △ 26

● 1 9,431 9,407 △ 24 △ 24

予算額

国際法の形成・発展に向けた取組

大陸棚延長申請審査関係経費

条約締結及び調査関係経費

条約締結交渉等関係旅費（経
済・社会条約締結交渉）

政策名

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、条約締結交渉等関係出張（経済・社会条約締結交渉）
事業については事業規模の拡充を図りつつも、出張回数の見直しにより経費縮
減を図り、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、大陸棚延長申請審査関係経費事業については事業規模
の拡充を図りつつも、出張回数の見直しにより経費縮減を図り、予算の減額要
求を行った。

政策評価結果を踏まえ、条約手続き等に関する調査事業については事業規模の
拡充を図りつつも、出張回数の見直しにより経費縮減を図り、予算の減額要求
を行った。

21,355 19,492 △ 1,835 △ 1,835
合計




